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第１ 基本方針 
 
 平成２８年度の日本経済は、アベノミクスの取組の下、雇用・所得環境が改善し、緩やかな回

復基調が続いている。ただし、年度前半には個人消費及び民間設備投資は力強さを欠いた状況と

なった。また、中国経済の失速懸念やイギリスのＥＵ離脱決定等の影響により、年央まで円高・

株安の傾向が見られたが、米国大統領選挙でドナルド・トランプ氏が選出されると、政策への期

待から円安・株高が進み、さらに OPEC の減産合意により原油価格が上昇基調に転ずるなど、

世界経済の不確実性が増した。 

 
 県内経済においては、震災後の「集中復興期間」から「復興・創生期間」に入り本格的な復興

を目指すなか、公共投資や住宅投資が高水準で推移し、企業の設備投資も堅調である。しかし、

中小企業においては、県産品に対する風評被害の長期化や観光客入込数の伸び悩み、人手不足に

よるコスト負担など経営環境は依然として厳しい状況にある。 
 
このような状況の中、当センターとしては、既存事業をはじめ、被災事業者向けの資金支援や

事業再生支援など震災復興支援に引き続き取り組むとともに、再生可能エネルギー関連産業支援

など新たな時代を担う産業の集積・育成も積極的に進める。 
また、深刻化する中小企業・小規模事業経営者の高齢化や後継者難に対応するため、後継者の 

確保と円滑な事業承継に向け、Ｍ＆Ａ等による事業引継ぎ等の支援を行うなど「事業引継ぎ支援事業」 
を強化する。 
 
 各事業の推進にあたっては、「新たな産業の創出・新分野進出支援」、「経営課題へのワンスト

ップ総合支援」、「より確かな経営基盤強化への支援」、「変革の時代を乗り切る人材育成・確保支

援」、「公の施設の管理運営による多様な交流の促進」の５つの柱に基づき、「福島県商工業振興

基本計画」を踏まえながら、本県産業の振興と地域経済の活性化に向けて取り組んでいくことと

する。 
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第２ 事業体系 
                                

           １ 次世代産業育成支援事業 

            （１）再生可能エネルギー産業集積・育成事業 

            （２）競争的研究資金獲得支援事業 

           ２ 産業財産権出願経費等助成事業 

  （１）特許出願経費等助成事業 

  （２）福島県中小企業外国出願支援事業 

           ３ 技術・商品開発等助成事業 

            （１）ふくしま産業応援ファンド事業              

            （２）ふくしま農商工連携ファンド事業             

                                         

           １ コンサルティングサービス事業 

           ２ 中小企業再生支援等事業 

            （１）福島県中小企業再生支援事業 

            （２）福島県産業復興相談センター事業 

            （３）中小企業再生支援利子補給助成事業            

 

 

           １ 設備投資支援事業 

           ２ 取引先拡大支援事業 

           ３ 被災事業者等資金支援事業 

            （１）被災中小企業施設・設備整備支援事業 

            （２）原子力災害に伴う「特定地域中小企業特別資金」貸付事業 

            （３）被災中小企業災害復旧資金利子補給事業 

 

 
                                         
           １ 商工業人材育成事業 

           ２ 情報化基盤整備促進事業 

           ３ プロフェッショナル人材戦略拠点事業 

                                         

                                           
           １ 福島県産業交流館（ビッグパレットふくしま）の管理運営 

           ２ 福島県中小企業振興館・福島市産業交流プラザ（コラッセふくしま会議室）の 

管理運営 

           ３ 福島県ハイテクプラザ（一部）の管理運営 

 

Ⅰ 新たな産業の創出・新分野進出支援 

Ⅱ 経営課題へのワンストップ総合支援 

Ⅲ より確かな経営基盤強化への支援 

Ⅳ 変革の時代を乗り切る人材育成・確保支援                                          
 

Ⅴ 公の施設の管理運営による多様な交流の促進 
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第３ 事業計画 
Ⅰ 新たな産業の創出・新分野進出支援 
 １ 次世代産業育成支援事業 

 （１）再生可能エネルギー産業集積・育成事業 
   ［３８，０００千円（うち福島県補助金：１２，０００千円、出展料等：２６，０００千円）］ 
    福島県の「再生可能エネルギー推進プロジェクト」に基づき、県内の再生可能エネルギー産業

集積・育成のため、展示商談会の開催やコーディネータによる企業発掘等を行う。 
    ・「ふくしま復興再生可能エネルギー産業フェア２０１７（ＲＥＩＦふくしま２０１７）」の 

     開催 

    ・再生可能エネルギー関連産業と県内企業とのビジネスマッチングの支援 

   ○２９年度目標値：「ふくしま復興再生可能エネルギー産業フェア２０１７（ＲＥＩＦふくしま 

    ２０１７）」来場者数７，０００人 （「平成 28年度～平成 30年度中期事業計画」に掲げる目標値より上

方修正） 

＊以下の目標値は「平成 28年度～平成 30年度中期事業計画」に掲げている値 

 （２）競争的研究資金獲得支援事業 
    産学官による緊密な連携の下、事業管理機関として参画する戦略的基盤技術高度化支援事業 

をはじめとした国等の公募型研究開発事業の活用など、新たな産業の集積と育成に取り組むとと

もに、既存産業の高度化に向けた中小企業等の意欲的・創造的な活動や研究開発を支援する。 
   ○２９年度目標値：相談件数１００件（うち外部資金獲得を目指す研究開発等支援件数１０件） 

 

 ２ 産業財産権出願経費等助成事業 

 （１）特許出願経費等助成事業［１，９００千円：福島県補助金］ 

    中小企業等の技術の進歩及び新事業の早期創出を図るため、県内に事業所を有する中小企業等

が国内における産業財産権取得をするための経費（出願料、弁理士手数料等）の一部を助成する。 

    ・助成限度額 １企業あたり３０万円（特許出願以外は１５万円） 

    ・助 成 率 助成対象経費の２分の１以内 

   ○２９年度目標値：応募件数１５件、採択件数８件 

 （２）福島県中小企業外国出願支援事業［４，２５０千円：東北経済産業局補助金］ 

    中小企業等に対して、戦略的な外国への特許出願等を支援するため、外国への特許、実用新案、

意匠登録、商標登録にかかる各出願費用の一部を助成する。 
    ・助成限度額 １件あたり１５０万円（１企業あたり上限３００万円） 
    （特許出願以外は６０万円、ただし冒認出願対策目的の商標出願は３０万円） 
    ・助 成 率 助成対象経費の２分の１以内 
   ○２９年度目標値：応募件数５件、採択件数３件 

 

 ３ 技術・商品開発等助成事業 

 （１）ふくしま産業応援ファンド事業 
   ［基金：５，０００，０００千円 事業費：８０，０１４千円（基金運用益）］ 
    本県の強みである「東北随一の製造業集積」や「特色ある多種多様な地域資源」を活用した県

内中小企業等による新商品・新技術の開発、事業可能性調査及び販路開拓を支援する。 
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   ① 製造業集積活用型事業 

     新製造技術（輸送用機械関連、半導体関連など）、医療福祉機器、情報通信、環境の各分野及

びその関連分野を対象に技術や人材面等における誘致企業と地元中小企業との連携など、県内

の製造業集積を活用した中小企業者等の経営革新、創業等の促進に資する事業を支援する。 

助成限度額 

技術開発等事業 １，０００万円 

事業可能性等調査事業   ２００万円 

販路開拓事業    ３００万円 

助 成 率 助成対象経費の３分の２以内 

   ② 地域資源活用型事業 

     中小企業地域資源活用法に基づく福島県の基本構想に掲げる地域資源をはじめ、広く県内の

地域資源を活用した事業を対象に、ブランド化・販売促進・県内への集客促進など、中小企業

者等の経営革新、創業等の促進に資する事業を支援する。 

助成限度額 

技術開発等事業 ５００万円 

事業可能性等調査事業 ２００万円 

販路開拓事業  ３００万円 

助 成 率 助成対象経費の３分の２以内 

   ③ 中小企業育成支援事業    
     上記①、②に掲げる事業に取り組む中小企業等の支援や研究会・協議会等を通じた企業間連

携の強化、人材の育成など、中小企業者等の経営革新、創業等の促進に資する事業を支援する。 

助成限度額 ５００万円 

助 成 率 助成対象経費の１０分の１０以内 

   ○２９年度目標値： 

    ・製造業集積活用型事業 事業化件数  ５件 

    ・地域資源活用型事業  事業化件数  ５件 

・中小企業育成支援事業に参加した者からの肯定的評価が９０％以上となること。 

 （２）ふくしま農商工連携ファンド事業 

   ［基金：２，５００，０００千円 事業費：３４，７５０千円（基金運用益）］ 
    農林漁業者と中小企業者等がそれぞれの強みを生かしながら、新商品の開発や販路開拓に取り

組む事業を支援する。 

   ① 農商工連携創出事業 

     新商品や新サービスに関する事業可能性調査や、新たな技術の開発や既存技術を活用した新

商品・新サービスの開発、試作品の開発・改良及び試作品等の市場評価の収集や展示会への出

展など販路開拓に必要な事業等のいずれか又はこれらを組み合わせた事業を支援する。 

助成限度額 ６００万円 

助 成 率 助成対象経費の５分の４以内 

   ② 農商工連携支援事業 

     上記①に掲げる事業に取り組む農林漁業者と中小企業者等との連携体の事業化の促進に資す

る事業を支援する。 

助成限度額 ３００万円 

助 成 率 助成対象経費の１０分の１０以内 
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   ○２９年度の目標値： 

    ・農商工連携創出事業 事業化件数  ５件 

    ・農商工連携支援事業に参加した者からの肯定的評価が９０％以上となること。 

 
Ⅱ 経営課題へのワンストップ総合支援 
 １ コンサルティングサービス事業 

 （１）福島県経営支援プラザ等運営事業［１０５，５３３千円：福島県補助金］ 
    常設の相談窓口を設置し、中小企業等からの日常的な経営上の相談に応じるとともに、他の中

小企業支援機関が実施する支援事業との連携により、課題解決へのワンストップサービスを提供

する。 
 

項目 内容等 計画 

①窓口専門スタッ

フの配置 

事業者からの多様な相談に対応する窓口専門ス

タッフを経営支援プラザ内に設置する。 
４名 

②窓口相談・現場

相談  

電話や面談等による窓口相談又は相談希望者の

事業所において行う現場相談により、経営課題

を把握し、適切な支援を行う。 

 

・相談件数 ４００件 

③情報の配信 

中小企業者等の経営に有用な情報をホームペー

ジ及びメールマガジンにて広く提供する。 
 

・配信回数（毎月１日、１５日） 月２回 

④県内中小企業景

気動向調査（ＤＩ

調査） 

県内５業種、８００企業に対するアンケート  

・調査回数（６月、９月、１２月、３月） 年４回 

   ○２９年度目標値：メールマガジン配信件数 １２，２００件 

（２）福島県専門家活用経営支援事業 

   ［８，００９千円（うち福島県補助金：７，６３９千円、企業等負担金：３７０千円）］ 

   ① 創業や経営の向上等を図る中小企業等が抱える様々な経営上の課題に対し、高度な専門的知

識を有する者による診断・助言を通じて迅速な解決を図り、地域経済の活性化を担う中小企業

等の順調な発展・成長を支援する。 

     ・専門家派遣回数    延べ５６回 

   ② 原子力災害からの復興を目指す中小企業等、及び取引先金融機関から融資継続のための経営

改善計画等の策定を求められている中小企業等に対し、高度な専門的知識を有する者による診

断・助言を通じて迅速な課題の解決を図る。 

     ・専門家派遣回数    延べ１２０回 

   ○２９年度目標値： 

    コンサルティングサービスを受けた者からの肯定的評価が９０％以上となること。 

   ③ 専門家活用セミナー 
     東日本大震災及び原子力発電所事故等の影響による様々な経営課題を抱える中小企業等を対
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象に、経営力向上のために必要な知識、情報の取得を目的としたセミナーを開催する。 
     ・回数   ４回 
（３）よろず支援拠点事業（中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業） 

   ［９２，８５３千円：東北経済産業局受託金］ 
 中小企業・小規模事業者の課題やニーズに応じたきめ細やかな対応を行うため、よろず支援拠

点において、既存の支援機関では十分に解決できない経営相談に対する「総合的・先進的経営ア

ドバイス」や、事業者の相談に応じた「支援チーム等編成支援」、さらに的確な支援機関等を紹介

する「ワンストップサービス」の提供などを行う。 
   ○２９年度目標値： 

    コンサルティングサービスを受けた者からの肯定的評価が９０％以上となること。 

 （４）事業引継ぎ支援事業［２８，００６千円：東北経済産業局受託金］ 
中小企業・小規模事業経営者の高齢化、後継者難が進むなか、それらを原因とする業績悪化や

廃業によって技術やノウハウ等の貴重な経営資源を喪失させないため、当年度は事業引継ぎ支援

の機能を拡充強化し、新たに統括責任者および統括責任者補佐を配置する。後継者の確保と円滑

な事業承継に向け、後継者の養成や資産・負債の引継ぎ等の相談を受け、親族内承継、従業員承

継とともに、ニーズが増している第三者承継（Ｍ＆Ａ）による事業引継ぎの支援を行う。 
 （５）オールふくしま経営支援事業［１４，８７８千円：福島県受託金］ 
    各支援機関の連携・協力体制の強化により県内中小企業への実効性の高い支援を実現するため

設立された「オールふくしま中小企業・小規模事業者経営支援連絡協議会」の一部機能を担う「オ

ールふくしまサポート委員会」事務局において、各地域サポート委員会から依頼された相談案件

への支援を行う。 
 （６）プロフェッショナル人材戦略拠点事業［４８，７３０千円：福島県受託金］ 
    地域の中小企業等の「攻めの経営」や経営改善への意欲を喚起し、プロフェッショナル人材の

活用による企業の経営革新の実現を促すとともに、地方への人材還流、集積を促進するため、「プ

ロフェッショナル人材戦略拠点」において、地域金融機関や地元経済団体、民間人材紹介会社な

どと連携し、県内中小企業等の人材確保を支援する。 
   ○２９年度目標値：相談件数 ３００件 （「平成 28 年度～平成 30 年度中期事業計画」に掲げる目標値よ

り上方修正） 

 
 ２ 中小企業再生支援等事業 

 （１）福島県中小企業再生支援事業 
   ［４８３，６６７千円（うち東北経済産業局受託金：４１８，０４３円、(独)中小企業基盤 

    整備機構６５，６２４千円）((2)福島県産業復興相談センター事業を含む)］ 

    経営が悪化しつつある中小企業の経営改善への取組みを支援するため、支援業務責任者及び窓

口専門家を配置し、経営改善に関する相談に対応するとともに、専門家等による経営改善計画の

策定を支援する。 

    また、経営改善支援センターにおいて、借入金の返済負担等、財務上の問題を抱えている金融

支援等を必要とする中小企業・小規模事業者が、中小企業経営力強化支援法に基づく認定支援機

関の助けを得て策定する経営改善計画に係る費用を支援する。 

    ・支援内容：１件あたり総額３００万円を上限に、その３分の２を支援 
 （２）福島県産業復興相談センター事業 
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    東日本大震災及び原子力発電所事故により甚大な被害を受けた県内中小企業等の事業再開や事

業再生を支援するため、窓口相談から再生計画の策定、さらには福島産業復興機構及び東日本大

震災事業者再生支援機構への既往債権買取支援にいたるまで、幅広い復興相談を行う。 
 （３）中小企業再生支援利子補給助成事業 
   ［１００，０５０千円：(独)中小企業基盤整備機構利子補給金］ 
    東日本大震災及び原子力発電所の事故による被害を受けた中小企業者等が福島県産業復興相談

センターを活用した事業再建に取り組むに当たり、相談開始日から福島産業復興機構に対して債

権買取りを要請した日又は再生計画を策定若しくは事業計画を作成した日までの期間に係る旧債

務の金利負担分を補填し、早期事業再生の実現を支援する。 
 
Ⅲ より確かな経営基盤強化への支援 
 １ 設備投資支援事業 

（１）機械貸与事業 

      中小企業等の経営基盤の強化を図るため、機械設備類の割賦販売及びリース取引を実施する。 

ア 割賦販売 

限 度 額 １００，０００千円 

期   間 １０年以内 

損 料 率 
1.10％～2.20％の５段階   

 ＊被災事業者は△0.20％ 

予 算 枠 ９００，０００千円 

イ リース取引 

限 度 額 １００，０００千円 

期   間 １０年以内 

月額リース料率 
0.961%～2.988%（リース期間毎の５段階） 

＊被災事業者は△0.01％ 

予 算 枠 ３００，０００千円 

ウ 資金調達計画 

調達先 調 達 金 額 調達方法 調 達 条 件 等 

福 島 県 １，２００，０００千円 
金銭消費 

貸借契約 

借入期間 29.4.1～30.3.31 

一括返済 無利息 

エ 情報の提供及び助言 

機械設備類の適正かつ効率的な使用方法に関する情報提供及び助言を行う。 

  ○２９年度の目標値： 

    ・割賦販売・リース取引の決定件数 ３０件 

（２）設備資金貸付事業・設備貸与事業 

   ［３，８４２千円：福島県補助金（設備資金貸付事業）］ 

過去に資金貸付・貸与をした案件について、適切な債権管理を行う。 
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 ２ 取引先拡大支援事業 

 （１）下請中小企業振興事業 

   ［３９，５５２千円（うち福島県補助金：３８，６６７千円、企業等負担金：８５５千円）］ 

県内や首都圏等に所在する企業の訪問や各種アンケート調査等の実施により、企業間取引の 

動向やニーズ・シーズに関する情報収集を行うとともに、発注する企業と受注する県内企業が一 

堂に集う商談会等を開催することにより、取引先の拡大に向けた支援を行う。 

項目 内容等 計画 

① 取引情報 

収集提供事業 

ア 取引あっせん・企業巡回 随時 

イ 商談会等開催事業 

 

福島広域商談会           （７月、郡山市） １回 

三県（宮城・山形・福島）合同商談会（１１月、東京都） １回 

ふくしまものづくり取引商談会   （１１月、郡山市） １回 

ウ 受発注情報等収集提供事業 

 

発注ニーズ調査       県内・県外発注企業 2,000社 １回 

下請企業取引状況調査       県内受注企業 800社 １回 

主要企業発注動向調査       県内発注企業 500社 １回 

登録企業動向把握分析調査    県内受発注企業 300社 ４回 

② 窓口相談事業 
顧問弁護士設置 

下請企業振興運営委員会 

      ○２９年度の目標値：あっせん件数１，３５０件、あっせん成立件数８７件 

（２）輸送用機械関連産業集積育成事業［３，２７３千円：福島県補助金］ 

輸送用機械関連産業の集積・育成を図るため、ネットワークの構築に向けた協議会や特定メ 

ーカーとの展示商談会等を開催することにより、技術力や提案力の向上、及び販路拡大に向けた

支援を行う。 

項目 内容等 計画 

①輸送用機械関連産業 

 取引拡大支援事業 
・輸送用機械関連メーカーとの展示商談会 １回 

②輸送用機械関連産業 

 協議会事業 
・総会及びセミナー等の開催 １回 

③とうほく自動車産業集積 

 連携事業 

・東北６県、北海道、新潟県による自動車メーカーと

の展示商談会 
１回 

 （３）上海拠点運営事業［４７，４６０千円：福島県受託金］ 

    福島県から中国に企業が進出する際の仲立ち支援や福島県への中国人観光客の誘致、さらには

アジア地域に向けた県産品の販路拡大等支援を行う。 

（４）ふくしま産業復興企業立地補助金事業管理業務［２５，３３７千円：福島県受託金］ 

    「ふくしま産業復興企業立地補助金」に係る交付申請書や完了報告書及びそれらに添付される

経理書類、固定資産管理台帳、財務諸表等に関する確認等の管理業務を行う。 

 （５）自立・帰還支援雇用創出企業立地補助事業基金管理事業 
    ［基金総額３２，０００，０００千円（平成２８年７月造成）：経済産業省補助金（預かり基金） 
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事業費８６，９３５千円（基金取崩し益） 
※ 国では、平成２９年度当初予算で１８，５００，０００千円の増額を閣議決定］ 

    基金設置法人として適切な基金管理を行い、被災者の「働く場」を確保し今後の自立・帰還を

加速させるため、避難指示区域等を対象に工場等の新増設を行う企業を支援し、雇用の創出及び

産業集積を図るとともに、住民の帰還や産業の立地を促進するため商業機能の回復を進める。 
 

 ３ 被災事業者等資金支援事業 

 （１）被災中小企業施設・設備整備支援事業 

   ［１６，２６４，０００千円：福島県借入金（うち、貸付原資９，０００，０００千円、事務費

充当基金７，２６４，０００千円）事業費１１５，３５８千円（事務費充当基金の運用益）］ 
    東日本大震災により被害を受けた中小企業等が、施設・設備の整備に必要な資金の貸付を行う。 

貸付限度額 
「グループ補助金」の「補助対象事業費＋消費税－補助決

定額」で計算された額 

貸 付 期 間 ２０年以内（うち据置５年以内） 

利    率 無利子 

 （２）原子力災害に伴う「特定地域中小企業特別資金」貸付事業 
   ［７０，４３０，０００千円：福島県借入金（うち貸付原資３９，３３０，０００千円、事務費

充当基金３１，１００，０００千円）事業費４２３，８９７千円（事務費充当基金の運用益）］ 
   ① 移転資金 

 原子力発電所事故により、「特定区域」に事業所を有し、移転を余儀なくされる中小企業等

に対し、県内移転先において事業を継続・再開するために必要な事業資金の貸付を行う。 

   ② 継続再開資金 

 原子力発電所事故により、「特定区域」に事業所を有し、区域解除後、当該区域にて事業を継

続・再開する中小企業等に対して必要な事業資金の貸付を行う。 

   ③ 再開展開資金 

     被災１２市町村に事業所を有し「福島県原子力被災事業者事業再開等支援補助金」の交付を

受けて、県内、県外において事業の再開・展開する中小企業等に対して必要な事業資金の貸付

を行う。 

 ①及び②の制度内容 

貸付限度額 ３０，０００千円以内 

貸 付 期 間 ２０年以内（うち据置期間５年以内） 

利    率 無利子 

     ③の制度内容 

貸付限度額 
「事業再開等補助金」の「補助対象事業費＋消費税－補助

決定額」で計算された額 

貸 付 期 間 ２０年以内（うち据置期間５年以内） 

利    率 無利子 

（３）被災中小企業災害復旧資金利子補給助成事業 

   ［１４，０７２千円：(独)中小企業基盤整備機構利子補給金］ 

   ㈱日本政策金融公庫及び㈱商工組合中央金庫が行う「東日本大震災復興特別貸付」により借入を
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行う中小企業等のうち、地震・津波等により事業所が全壊又は流失した中小企業等や、「警戒区域」

等として公示されたことがある区域内の中小企業等を対象として、支払う利子に係る補填を行う。 

  ・対 象 期 間  融資後３年間 

  ・対象貸付額  上限１００，０００千円（国民生活事業は３０，０００千円） 

 

Ⅳ 変革の時代を乗り切る人材育成・確保支援 
１ 商工業人材育成事業 

（１）ふくしま企業塾 

   ［１２，８９７千円（うち受講料：８，９９６千円、ふくしま産業応援ファンド助成金： 

３，９０１千円］ 

    県内中小企業における内部経営資源等を活用した新規事業の創出や経営革新の促進、また製造

中核人材のための各種講習会等開催による人材育成を支援する。 

① 新規事業計画作成セミナー 

地域資源や内部経営資源等を活用した新規事業計画作成のための研修を実施する。 

名称 日程 募集人数 開催場所 

新規事業計画作成セミナー 
５日間 １５名 福島市 

５日間 １５名 郡山市 

   ② 管理者養成セミナー 
     企業活動に必要な人材資質養成研修を実施する。 
     ・５テーマ（希望するテーマ別に受講） 

テーマ 日程 募集人数 開催場所 

組織活性化 ２日間 １６名 

福島市 

経営計画 ３日間 １６名 

営業力強化 ２日間 １６名 

人事・給与制度 ２日間 １６名 

キャッシュフロー経営 ２日間 １６名 

   ③ 応援ファンド成果発表会 
     ふくしま産業応援ファンド事業に採択された企業を対象に、事業化商品等の発表の場として、

展示会への出展等を行う。 

   ④ 製造中核人材育成セミナー   
     福島県ハイテクプラザと連携して、製造業における中核的な役割を担う人材の「養成研修」

を実施する。 

コース テーマ 回数 募集人数 開催場所 

電子・計測 
電子計測器の基礎・測定器取扱

いの基礎など 
 ４回 ６４名 

主に郡山市 

他､会津若 

松市、いわ

き市 

材料・加工・評価 
断面観察、塗装技術、Ｘ線分析、

ロボット開発基礎など 
１５回 ４７４名 

一般研修 
ISO9001・ISO14001内部監査員養

成、なぜなぜ分析演習など 
１６回 ４２０名 

   ⑤ トップセミナー 
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     県内企業経営者及び経営管理者を対象として、有識者による講演会を開催する。 
   ○２９年度の目標値： 

    ・実施回数 ４６回 

    ・受講者からの肯定的評価が９０％以上になること。 

    ・受講者数 １,３９５人 

 （２）経営実践セミナー［３７３千円（うち受講料：２００千円、自己財源：１７３千円）］ 
    製造業の中小企業等を主たる対象に、現場改善等に資する基礎的な内容のセミナーを開催する。 

テーマ 募集人数 開催場所 

製造業新入社員向けセミナー ３０名 福島市 

５Ｓの基礎に係るセミナー ４０名 福島市 

現場改善を実践するモデル工場の見学会 ２０名 （場所未定） 

 （３）ＩＣＴ活用セミナー［２３３千円：自己財源］ 
    中小企業等を対象にＩＣＴを活用した経営革新や最新の業界動向に関するセミナーを開催する。 

テーマ 募集人数 開催場所 

ＩＣＴ活用に関するセミナー ３０名 福島市又は郡山市 

   ○２９年度の目標値：受講者からの肯定的評価が９０％以上になること。 

 （４）専門家活用セミナー（再掲）     
    東日本大震災及び原子力発電所事故等の影響による様々な経営課題を抱える中小企業等を対象

に、経営力向上のために必要な知識、情報の取得を目的としたセミナーを開催する。 
    ・回数      ５回 
 （５）講演会の開催［８００千円：自己財源］ 

    ・トップセミナー（再掲）                  年１回 

    ・一般財団法人とうほう地域総合研究所「定期講演会」の共催  年２回 

    ・福島県電子機械工業会「産学官交流のつどい」の共催     年１回 

 

 ２ 情報化基盤整備促進事業［３，１８７千円：自己財源］ 

 （１）情報の配信（再掲）  

 中小企業等の経営に有用な情報をホームページ及びメールマガジンにて広く提供する。 

 （２）各種情報化関連セミナーの開催 
  ・ＩＣＴ活用セミナー（再掲）  

 中小企業等を対象に、ＩＣＴを活用した経営革新に関するセミナーを開催する。 

 （３）情報化に関する研修会・講演会への派遣 

    情報化に関する各種研修会・講演会に職員を派遣し、中小企業等への情報化支援のためのノウ

ハウを蓄積する。 

 

 ３ プロフェッショナル人材戦略拠点事業［４８，７３０千円：福島県受託金］（再掲） 
    地域の中小企業等の「攻めの経営」や経営改善への意欲を喚起し、プロフェッショナル人材の

活用による企業の経営革新の実現を促すとともに、地方への人材還流、集積を促進するため、「プ

ロフェッショナル人材戦略拠点」において、地域金融機関や地元経済団体、民間人材紹介会社な

どと連携し、県内中小企業等の人材確保を支援する。 
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Ⅴ 公の施設の管理運営による多様な交流の促進 

 １ 福島県産業交流館（ビッグパレットふくしま）の管理運営 

   福島県産業交流館の指定管理者として、各種催し等に対し、施設の提供を行うとともに、施設等

の適正な管理と利用料の徴収に関する事務を行う。 

   また、広報宣伝活動や全国規模の大会及び学会等、産業交流館の設置目的である「産業の

振興・地域の活性化」に寄与する催事を積極的に誘致するなど、施設の利用促進と新たなイ

ベントの創出に努め、稼働率の向上につなげる。 

○２９年度の目標値：施設稼働率 

    ・多目的展示ホール        ５１．７％ 

    ・コンベンションホール      ７２．９％ 

    ・全国、東北規模の大会及び学会開催件数 ６件 

 
２ 福島県中小企業振興館・福島市産業交流プラザ（コラッセふくしま会議室）の管理運営 

   福島県中小企業振興館・福島市産業交流プラザの指定管理者として、各種催し等に対し施設の提

供を行うとともに、施設の適正な管理と使用料の徴収に関する事務を行う｡ 

   また、賑わいスペース（アトリウム等）を活用し、県民参加による賑わいを創出する。 

 ○２９年度の目標値：施設稼働率 

 ・福島県中小企業振興館   ６６．０％ 

 ・福島市産業交流プラザ   ７０．５％ 

 
 ３ 福島県ハイテクプラザ（一部）の管理運営 

   福島県ハイテクプラザ（一部）の指定管理者として、各種催し等に対し、施設の提供を行うとと

もに、施設等の適正な管理と使用料の徴収に関する事務を行う。 
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（単位：千円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

(1) 経常収益
基本財産運用益 26,526 37,425 △ 10,899

基本財産受取利息 26,526 37,425 △ 10,899
特定資産運用益     657,091 660,467 △ 3,376

特定資産受取利息 657,091 660,467 △ 3,376
事業収益     723,767 739,403 △ 15,636

割賦販売収益     183,806 234,337 △ 50,531
原資割賦販売収益 5,275 7,538 △ 2,263
リース料 46,768 39,658 7,110
再リース料 249 3,281 △ 3,032
リース設備売却益 1,479 1,000 479
施設管理料 447,016 453,287 △ 6,271
証紙販売収益 39,000 0 39,000
違約金 0 100 △ 100
損害保険手数料 174 202 △ 28

受取補助金等 1,058,023 1,067,551 △ 9,528
県補助金     198,035 220,262 △ 22,227
その他補助金 101,185 52,538 48,647
県受託金     136,405 161,926 △ 25,521
その他受託金 622,398 632,825 △ 10,427

受取負担金 26,421 28,710 △ 2,289
負担金受入 26,421 28,710 △ 2,289

受取助成金     118,023 131,556 △ 13,533
受取助成金 118,023 131,556 △ 13,533

雑収益     6,624 53,559 △ 46,935
受取利息     2,503 5,151 △ 2,648
有価証券運用益 2,235 5,547 △ 3,312
雑収益     1,886 42,861 △ 40,975

経常収益合計 2,616,475 2,718,671 △ 102,196
(2) 経常費用

事業費 2,606,276 2,679,852 △ 73,576
割賦販売原価     175,764 222,151 △ 46,387
原資割賦販売原価 5,156 7,260 △ 2,104
リース原価 41,516 34,238 7,278
収入証紙販売原価 39,000 0 39,000
役員報酬 9,072 9,070 2
給与手当 149,230 157,132 △ 7,902
退職給付費用 12,158 9,742 2,416
福利厚生費 73,797 83,547 △ 9,750
賃金 7,619 13,445 △ 5,826
謝金 150,810 169,098 △ 18,288
報酬 260,169 289,749 △ 29,580
旅費 26,823 37,693 △ 10,870
保険料 1,134 1,472 △ 338
公租公課 51,622 92,879 △ 41,257
渉外費 186 186 0
事務費 233,291 240,185 △ 6,894
備品費 1,160 2,660 △ 1,500
賃借料 99,867 112,652 △ 12,785
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科  目 当初予算 前年度予算 増　　減

減価償却費     0 3 △ 3
助成金     252,489 252,597 △ 108
委託料     406,555 324,099 82,456
負担金     115,717 110,826 4,891
支払利息     4,024 4,061 △ 37
雑費     4,942 2,475 2,467
貸倒引当金繰入 484,175 502,632 △ 18,457

管理費 36,629 43,415 △ 6,786
役員報酬     10,431 10,428 3
給与手当 13,687 13,626 61
退職給付費用 481 533 △ 52
福利厚生費    3,898 3,857 41
謝金     108 108 0
旅費     470 501 △ 31
公租公課     20 20 0
渉外費 350 350 0
事務費 829 899 △ 70
賃借料 3,968 4,118 △ 150
委託料 2,145 7,773 △ 5,628
負担金 242 1,202 △ 960

経常費用合計 2,642,905 2,723,267 △ 80,362

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 26,430 △ 4,596 △ 21,834

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 △ 26,430 △ 4,596 △ 21,834
２．経常外増減の部

(1) 経常外収益
その他の経常外収益 17,957 0 17,957

経常外収益合計 17,957 0 17,957
(2) 経常外費用

経常外費用合計 0 0 0

当期経常外増減額 17,957 0 17,957

他会計からの繰入額 0 0 0

他会計への繰出額 0 0 0

税引前当期一般正味財産増減額 △ 8,473 △ 4,596 △ 3,877
法人税、住民税及び事業税 731 703 28

当期一般正味財産増減額 △ 9,204 △ 5,299 △ 3,905

一般正味財産期首残高 2,026,915 1,724,597 302,318

一般正味財産期末残高 2,017,711 1,719,298 298,413
Ⅱ　指定正味財産増減の部

特定資産運用益（指定）    5,928 5,928 0
基本財産運用益（指定）    8,931 14,465 △ 5,534
一般正味財産への振替額 29,847 41,428 △ 11,581

当期指定正味財産増加額 △ 14,988 △ 21,035 6,047

指定正味財産期首残高 1,486,606 1,787,464 △ 300,858

指定正味財産期末残高 1,471,618 1,766,429 △ 294,811

Ⅲ　正味財産期末残高 3,489,329 3,485,727 3,602
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